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経済のグローバル化や個人消費の伸び悩みが続くなかで、電機業界の事業再編や

百貨店業界の経営統合が話題となるなど、多くの業界で再編が活発化している。 
そこで帝国データバンクでは、業界再編に対する企業の意識について調査を実施

した。調査期間は2008年4月18日～30日。調査対象は全国2万1,011社で、有効
回答企業数は1万165社（回答率48.4％）。 
 
業界再編、「進展している」と認識している企業は32.5％、 

半数の企業で「進展していない」と認識 

2003 年以降の業界再編（合併や事業譲渡、業務提携など）について、これまでの
進展度合いを尋ねたところ、「進んだと思う」と回答した企業は1万165社中772社、
構成比 7.6％となった。また、「やや進んだと思う」（同 24.9％、2,536 社）と合わせ
「進展している」と認識している企業は同 32.5％（3,308 社）で、全体の 3 社に 1
社となった。 
「進展している」とした企業を規模別にみると、『大企業』は同 41.3％（921社）

で、『中小企業』（同 30.1％、2,387 社）を 11.2 ポイント上回っており、大企業と中
小企業では意識の乖離が大きい。また業界別では、『金融』（同 61.8％、68 社）、『小
売』（同50.0％、224社）や『卸売』（同38.8％、1,265社）で高い。 
 一方、業界再編が「あまり進まなかったと思う」と回答した企業は同 35.9％
（3,654 社）で、「まったく進まなかったと思う」（同 14.1％、1,431 社）と合わせ
「進展していない」と認識している企業は同50.0％（5,085社）となり、半数の企業
が業界再編に進展がみられていないと回答した。 
「進展していない」とした企業を規模別にみると、『大企業』は同 41.4％（925
社）となり「進展している」と同様の割合であったのに対し、『中小企業』は同

52.4％（4,160 社）で「進展している」を大きく上回る結果となった。規模間でみて

も『中小企業』が『大企業』を 11.0 ポイント上回っており、ここでも業界再編の進
展に対する認識において大きなギャップが生じている。 
業界別では、『建設』（同 65.3％、889社）、『運輸・倉庫』（同 60.3％、231社）や
『不動産』（同59.8％、144社）で「進展していない」と回答した割合が高い。 
具体的には、「後継者不在のためもあるが、小規模では生き残れない」（リース・

賃貸業、富山県）や「クライアントの合併により数が減るなかで、代理店も対応せざ

るを得ない」（広告、東京都）、「規模のメリットを追求しないと、薬価が年々下がっ

ていくなかでは存在し得ない」（化学品卸売、神奈川県）といった声が聞かれた。他

方、「競争入札を主体とする業界の場合、1 社が分割したり子会社を作ることはあっ

ても、2 社が合併して 1 社になるメリットはあまりない」（建設、大分県）や「補完

関係になる同業者が少ない」（出版・印刷、三重県）、「業界自体が小さく、オーナー

会社が多いので再編は難しい」（機械製造、大阪府）といった業界の特殊性や経営形

態の違いによって業界再編が進まなかったとの意見も多く挙げられた。 

業界再編に対する企業の意識調査
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業界再編、「進展」との認識は 32.5％にとどまる 

～ 50.9％の企業が今後も再編進むと予測 ～ 

業界再編の進展度合いについて 
※構成比％  （ ）内は社数

進んだと思う やや進んだと思う
あまり

進まなかったと思う
まったく

進まなかったと思う

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万165社
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業界再編、約半数の企業で防衛的な側面があると認識 

業界再編が事業拡大や多角化など積極的な再編か、あるいは生き残るうえでやむ

を得ない統合など防衛的性格の強い再編と思うかを尋ねたところ、「積極的な再編と

思う」と回答した企業は 1万 165社中 362社、構成比 3.6％で全体の 1割を大きく
下回る結果となった。 
逆に、「防衛的な再編と思う」は同 26.6％（2,704社）となり、4社に 1社がやむ
を得ない再編と捉えている。「両方」という回答も同 22.0％（2,240 社）あり、何ら
かの形で防衛的な側面があると意識している企業は半数近くに達している。 
業界別では、『金融』（同 33.6％、37社）や『小売』（同 33.5％、150社）、『卸売』
（同 30.4％、992社）といった業界で 3割を超えており、2003年以降で業界再編が
進んだと考えている業界ほど、防衛的性格が強い再編であると認識している様子がう

かがえる。 
 

 
 
 
 

業界再編の背景、「価格競争の激化」と「市場の縮小」が2大理由 

自社が属する業界の再編が主にどのような理由を背景としているのか尋ねたとこ

ろ、「価格競争の激化」が 1 万 165 社中 5,583 社、構成比 54.9％（複数回答、以下
同）で半数を超えて最も多く、次いで、「市場の縮小」が同 45.3％（4,605 社）とな
った。業界再編が防衛的性格を帯びている背景として、これらが 3 位以下を引き離
して 2 大理由となっている。特に、『建設』は「価格競争の激化」（同 60.5％、824
社）、「市場の縮小」（同 59.1％、804 社）となっており、国による公共事業の削減や
脱談合の流れのなかで、厳しい市場環境を反映した結果となった（4 ページ参考表を
参照）。 
「収益性強化」（同 19.9％、2,022 社）は 2 割近くとなっており、特に『大企業』
（同23.9％、534社）において高く、中小へのしわ寄せが懸念される。 
また、「技術者の高齢化・後継者不足（事業承継を含む）」は同16.9％（1,722社）
となっており、団塊世代の大量退職などによる次世代への技術承継や、後継者への事

業承継なども業界再編の背景として高い割合を占めていることが明らかとなった。特

に、規模別では『大企業』（同 12.5％、280社）より『中小企業』（同 18.2％、1,442
社）で高く、業界別では『建設』（同 26.3％、358 社）や『製造』（同 19.7％、578
社）で高くなっている。 
企業からは、「会社同士の再編ではなく、技術者の移転での再編が進んでいる」

（建設、東京都）、「安全・

安心が要求される一方で、

コストばかりかさみ単独で

生き残ることは困難」（飲

食料品・飼料製造、愛知

県）という意見のほか、

「地域性を無視した入札制

度では、中小･零細企業は、

大手企業には価格の面にお

いてもかなわない」（建設、

広島県）という声が聞かれ

た。 

業界再編の背景（上位10項目、複数回答） 

構成比（％） 回答数（社）

① 価格競争の激化 54.9 5,583
② 市場の縮小 45.3 4,605
③ 収益性強化 19.9 2,022

④
技術者の高齢化・後継者不足

（事業承継を含む）
16.9 1,722

⑤ 規模の利益の追求 15.6 1,590

⑥
資金力対策、購買力強化対策、

自己資本調達の強化
14.4 1,466

⑦ 相乗効果の追求 14.4 1,460
⑧ グローバル化への対応 13.3 1,348
⑨ 技術開発力の強化 12.4 1,263
⑩ 企業価値の向上 12.2 1,241
注：母数は、有効回答企業1万165社

業界再編のタイプ 
※構成比％  （ ）内は社数

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万165社

分からない 合計
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今後、業界再編が「進展する」と考える企業が50.9％ 

自社が属する業界の今後の再編について尋ねたところ、「急速に進むと思う」と回

答した企業は 1 万 165 社中 748 社、構成比 7.4％、「緩やかに進むと思う」は同
43.6％（4,431社）となり、両者を合わせると同 50.9％（5,179社）と過半数の企業
が「進展する」と回答した。 
これを規模別でみると、『大企業』（同 59.9％、1,336 社）が『中小企業』（同

48.4％、3,843社）よりも11.5ポイント高く、業界別では『金融』（66.4％、73社）
や『小売』（同65.8％、295社）が6割を超えた。 
一方、「ほとんど進まないと思う」（同22.4％、2,275社）と「まったく進まないと
思う」（同 6.4％、655 社）を合計すると、同 28.8％（2,930 社）の企業が、今後業
界再編は「進展しない」と回答した。特に、規模別では『中小企業』が同 31.2％
（2,473社）で3割を超え、業界別では『建設』が同40.7％（554社）で最高となっ
ている。 
また、これまでの業界再編の進展度別にみると、業界再編が「進展している」と

回答した企業 3,308 社中 2,965 社、同 89.6％が今後も「進展する」と回答している。
さらに、これまでは「進展していない」と回答した企業 5,085 社でも、同 39.0％
（1,984社）と約 4割の企業が今後は業界再編が「進展する」と回答しており、これ
までの業界再編に加えてさらに今後再編が進むと考えている様子がうかがえる。 

具体的には、「労働力の確保が難しくなり、勝ち組と負け組の色分けが顕著になっ

てくると思われるため、生き残りをかけての業界再編は急速に進む」（鉄鋼・非鉄・

鉱業、茨城県）や「日本経済が外需依存型から脱却しないかぎり、企業のグローバル

展開は必須」（機械・器具卸売、愛知県）、「先進国でのマーケット縮小、国内での規

制強化により新興国にシフトするにあたって、規模の拡大が欠かせない」（輸入たば

こ卸売、東京都）といったグローバル化の進展や日本経済の構造変化の必要性により

業界再編を加速させるという意見が多くみられた。 
 
 
業界再編による自社業績への影響、「好影響」はわずか5.8％ 

自社の属する業界の再編の進展が自社の業績にどのような影響を及ぼすか尋ねた

ところ、「好影響」を及ぼすと回答した企業は 588 社、構成比 5.8％となった。逆に
「悪影響」と回答した企業は同 9.8％（992 社）となり、「好影響」を上回った。し
かし一方で、「どちらでもない」が同 26.8％（2,728 社）にのぼり、業界再編が自社
の業績に及ぼす影響について、測りかねている様子がうかがえる。 
企業からは、「過度な価格競争が低減し、価格交渉力の強化、ひいては収益性のア

ップにつながる」（飲食料品・飼料製造、三重県）や「仕事の配分において棲み分け

がはっきりしてくる」（建設、東京都）と積極的に評価する声が聞かれた一方で、「県

外大手の参入により地方の小

売、卸売ともに資本力で負け

る」（食料品・日用雑貨卸売、

鳥取県）や「今までは大企業

と小企業の棲み分けが暗黙の

うちにできていたが、連携・

合併により大企業がニッチ分

野でも競争相手となってき

た」（機械製造、東京都）と

いった競争環境がさらに厳し

くなることに懸念を有してい

る意見も挙がった。 

業界再編による自社業績への影響

悪影響
（9.8％、992社）

注1：※は「分からない」（32.8％、3,331社）
注2：母数は有効回答企業1万165社

※

再編は進んでいない
（24.8％、2,526社）

好影響
（5.8％、588社）

どちらでもない
（26.8％、2,728社）

今後の業界再編について 
※構成比％  （ ）内は社数
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まったく進まない
と思う

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万165社
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）

）

2

22

86

18 ）

1948.7 （

進展する

59.9 （ 1,336 ）

全体

7.0 （

）

1,811 ）

1,361 ）

）

（

20.0

177 ）

295 ）

802 ）

8 ）

48.4 （ 3,843 ）

）（50.9 （ 5,179 ） ） 43.6 4,4317.4

分からない 合計

22.4 （ 2,275 ） 6.4 （ 655 ） 20.2 （ 2,056 ） 100.0 （ 10,165 ）

16.7 （ 373 ） 3.8 （ 84 ） 19.7 （ 439 ） 100.0 （ 2,232 ）

24.0 （ 1,902 ） 7.2 （ 571 ） 20.4 （ 1,617 ） 100.0 （ 7,933 ）

20.6 （ 7 ） 5.9 （ 2 ） 17.6 （ 6 ） 100.0 （ 34 ）

5.5 （ 6 ） 0.0 （ 0 ） 28.2 （ 31 ） 100.0 （ 110 ）

30.4 （ 414 ） 10.3 （ 140 ） 20.0 （ 272 ） 100.0 （ 1,361 ）

29.5 （ 71 ） 7.5 （ 18 ） 22.4 （ 54 ） 100.0 （ 241 ）

23.3 （ 684 ） 6.9 （ 202 ） 23.3 （ 684 ） 100.0 （ 2,931 ）

20.4 （ 664 ） 5.2 （ 169 ） 18.9 （ 616 ） 100.0 （ 3,260 ）

11.8 （ 53 ） 6.3 （ 28 ） 16.1 （ 72 ） 100.0 （ 448 ）

27.2 （ 104 ） 7.8 （ 30 ） 18.8 （ 72 ） 100.0 （ 383 ）

19.3 （ 265 ） 4.8 （ 66 ） 17.7 （ 243 ） 100.0 （ 1,376 ）

33.3 （ 7 ） 0.0 （ 0 ） 28.6 （ 6 ） 100.0 （ 21 ）

大企業

中小企業

農・林・水産

金融

建設

不動産

製造

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

その他

89.6 （進
展
度
別

進展している

進展していない

分からない

2,965 ） 17.7 （ 586 ） 71.9 （ 2,379 ） 5.4 （ 180 ） 5.2 （ 171 ） 0.3 （ ） 100.0 （9 ） 4.9 （ 3,308 ）

39.0 （ 1,984 ） 2.7 （ 139

163

） 36.3 （ 1,845 ） 50.0 （ 2,542 ） 38.6 （ 1,962 ） 11.4 （ 580 100.0 （ 5,085） 11.0 （ 559 ）

13.0 （ 230 ） 1.3 （ 23 ）

）

11.7 （ 207 ） 11.7 （ 208 ） 8.0 （ 142 ） 3.7 （ 66 ） 75.3 （ 1,334 ） 100.0 （ 1,772 ）



 

 ©TEIKOKU DATABANK,LTD.2008                                           TDB景気動向調査／2008年 4月 4

3社に1社が、業界再編の進展は日本経済活性化に寄与すると認識 

 自社が属する業界か否かにかかわらず、業界再編の進展は日本経済の活性化に寄与

するかどうか尋ねたところ、「思う」と回答した企業は 1万 165社中 3,350社、構成
比 33.0％となり、全体の 3分の 1の企業が業界再編は日本経済の活性化に役立つと
考えている。逆に「思わない」は同 23.8％（2,420 社）となり、「思う」と回答した
企業より少なかった。 
「思う」とした企業を規模別にみると、『大企業』が同 36.7％（820 社）となり
『中小企業』の同 31.9％（2,530 社）を上回ったが、いずれも 3 割を超えている。
また、業界別では『不動産』（同 38.2％、92社）、『サービス』（同 37.0％、509社）
や『建設』（同33.4％、455社）などが高くなっており、10業界すべてで「思う」が
「思わない」を上回った。 
企業からは「原則的に資本・労働が流動的であることは経済成長に寄与する。内

部統制などの企業倫理に関する事項、または公共の利益をめぐる規制範囲の部分を除

いては、市場原理に任せることが利益をもたらす」（機械・器具卸売、東京都）、「国

際競争では、自国内業者の再編を通して企業価値を強くすることしか方法は見あたら

ない」（繊維・繊維製品・服飾品製造、香川県）、「強い企業体質を作るために行われ

る再編は日本にとっても今後必要」（機械・器具卸売、愛知県）という積極的な意見

が多くみられた。一方、「企業が巨大化し、これまで日本の経済を支えてきた中小企

業がますます弱体化してしまう」（機械・器具卸売、福岡県）や「あまりにも集約化

が進めばかえって独占シェアが増し、

景気対策には逆効果」（ガソリンス

タンド、秋田県）といった寡占化の

弊害を指摘する声も聞かれた。 
最終的には「業界再編は経済の成

長にはある程度必要だが、セーフテ

ィネットも含めバランスのとれた対

応が必要」（情報サービス、熊本

県）のように業界再編による影響を

幅広く捉え、円滑な業界再編を促す

政策を進めることが肝要である。 

【参考】 業界再編の背景（上位10項目、複数回答） ～ 規模・業界別 ～ 
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業界再編は日本経済の活性化に寄与するか
※構成比％  （ ）内は社数

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万165社

思う 思わない 分からない 合計

全体 33.0 （ 3,350 ） 23.8 （ 2,420 43.2 （ 4,395） ） 100.0 （ 10,165 ）

大企業 36.7 （ 820 ） 18.4 （ 410 ） 44.9 （ 1,002 ） 100.0 （ 2,232 ）

中小企業 31.9 （ 2,530 ） 25.3 （ 2,010 42.8 （ 3,393） ） 100.0 （ 7,933 ）

農・林・水産 32.4 （ 11 ） 23.5 （ 8 ） 44.1 （ 15 ） 100.0 （ 34 ）

金融 30.9 （ 34 ） 20.9 （ 23 48.2 （ 53） ） 100.0 （ 110 ）

建設 33.4 （ 455 ） 24.5 （ 334 ） 42.0 （ 572 ） 100.0 （ 1,361 ）

不動産 38.2 （ 92 ） 20.7 （ 50 41.1 （ 99） ） 100.0 （ 241 ）

製造 31.3 （ 917 ） 22.5 （ 659 ） 46.2 （ 1,355 ） 100.0 （ 2,931 ）

卸売 32.7 （ 1,066 ） 24.5 （ 798 42.8 （ 1,396） ） 100.0 （ 3,260 ）

小売 29.7 （ 133 ） 28.1 （ 126 ） 42.2 （ 189 ） 100.0 （ 448 ）

運輸・倉庫 32.6 （ 125 ） 21.1 （ 81 46.2 （ 177） ） 100.0 （ 383 ）

サービス 37.0 （ 509 ） 24.6 （ 338 ） 38.4 （ 529 ） 100.0 （ 1,376 ）

その他 38.1 （ 8 ） 14.3 （ 3 47.6 （ 10） ） 100.0 （ 21 ）

※構成比％  （ ）内は社数

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万165社
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